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貸借対照表（2025年10月31日現在）

 １年以内返済予定リース債務

　ソフトウェア仮勘定

　保証金 209,138 　　別途積立金

資産合計 40,705,244

1,236,515

　長期前払費用

　水道施設利用権

　繰延税金資産

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

（単位：千円）

10,498,098負債合計

203,005

24,900

60,533

流動資産

1,273,115  資本準備金2,321  長期貸付金

1,064,436

27,436

 前受収益

 未払費用

 未払法人税等

80,838

　建設仮勘定

　車両運搬具 66,375

　土地

 その他

640,936

586,870

256,119

　建物附属設備 756,957

3,295,446

610,018

4,212

1,215,440

341,330

 売掛金 4,452,698 41,563

 １年以内回収予定建設協力金 43,992

 商品 12,158,238

 前払費用 818,467

 未収入金 1,580,458

25,612,733 流動負債

802,004

148,608

1,408,806

 未払消費税等

116,970

5,899,979

固定資産

12,817,207 有形固定資産

1,711,831

 未払金

95,066

 貸倒引当金 △ 6,686

746,257

 前受金

 預り金

8,786,266

 現金及び預金 6,470,499  買掛金 4,349,344

　商標権 394

 無形固定資産

　リース資産

 長期未払金

　工具器具及び備品

 その他

 リース債務

　構築物 448,296

15,092,511

　機械装置

360,438

183,364

固定負債　建物

 賞与引当金

 資産除去債務

 退職給付引当金

　ソフトウェア 294,694

 投資その他の資産 1,914,864

604

　出資金 23

　電話加入権

40,705,244負債・純資産合計

　その他

342,264　敷金

738,535

71,232

30,207,146純資産合計

△ 96 自己株式

26,387,865

1,300,000

3,175

　建設協力金 550,532 　その他利益剰余金

　破産更生債権等 27,902 　　繰越利益剰余金

　　固定資産圧縮積立金

27,691,041

6,570

27,697,612

純資産の部

　利益準備金

 利益剰余金

1,273,115 資本剰余金

 資本金

30,207,146株主資本

△ 27,902　貸倒引当金

816



損益計算書（2024年11月1日から2025年10月31日）

36,300　新株予約権戻入益 38,875

210,948 220,276

8,724　固定資産除却損

　退職給付費用

604

33,387,291

16,769,778

6,875,597

科目 金額

売上高 50,157,069

8,351

2,213,596

4,706,804

△ 30,547

特別損失

特別利益

売上原価

 売上総利益

販売費及び一般管理費

 営業利益

6,920,400

2,244,144

7,101,801

（単位：千円）

　受取配当金

税引前当期純利益

　法人税、住民税及び事業税

　法人税等調整額

当期純利益

96,628　その他

営業外費用

　支払利息

　不動産賃貸費用

　その他

 経常利益

営業外収益

9,894,180

264,496

　固定資産売却損

20,208

1

24,480

　固定資産売却益

123,179

2,575

489 38,292

22,507

　受取利息

　為替差損

　受取保険金

6,943

　不動産賃貸料



株主資本等変動計算書（2024年11月1日から2025年10月31日） （単位：千円）

　自己株式の取得

　自己株式の処分

1,273,115 当期首残高 1,236,515

927927

23,009,193

　当期純利益

　当期純利益

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 230 230

4,706,804

資本剰余金

資本準備金

その他
資本剰余金

自己株式
処分差益

資本剰余金
合計

株主資本

利益準備金

1,273,115

 当期首残高

当期末残高 1,236,515

利益剰余金

当期変動額合計

　自己株式の消却

 当期変動額

資本金

 当期変動額

―

株主資本

利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金

その他利益剰余金

△ 769,248

△ 230

3,175

―

1,300,000

― ― ―

3,406 1,300,000

△ 608,419 26,220,382 36,300 26,256,683

繰越利益
剰余金

6,570― 1,273,115

　株主資本以外の項目の当期
　変動額 （純額）

△ 927 △ 927

6,5701,273,115 ―

4,706,804

―

4,706,804

　剰余金の配当 △ 769,248

△ 36,300

　自己株式の消却

　剰余金の配当

株主資本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

 当期首残高

△ 769,248

48,552 49,479 49,479

　株主資本以外の項目の当期
　変動額 （純額）

△ 36,300

560,041 ― ―

　自己株式の処分

　固定資産圧縮積立金の取崩 ―

　自己株式の取得 △ 270 △ 270 △ 270

―

―

4,706,804

△ 769,248

24,319,171

当期末残高 △ 96 30,207,146 ― 30,207,146

当期変動額合計 608,323 3,986,764 △ 36,300 3,950,463

　自己株式の消却 △ 559,114 △ 559,114

当期変動額合計

当期末残高

　固定資産圧縮積立金の取崩

　自己株式の取得

　自己株式の処分

26,387,865

3,378,671

利益剰余金
合計

27,697,612

3,378,440

―

―

　株主資本以外の項目の当期
　変動額 （純額）

 当期変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

―



個別注記表

１．重要な会計方針

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

（2）固定資産の減価償却の方法

（3）引当金の計上方法

（4）収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収
益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
　当社は、一般顧客に対しては店舗販売及び通信販売、法人得意先に対しては業者販売により、特にタイヤ・ホイールに的を絞ってカー
用品を販売しております。店舗販売における商品の販売及びサービスの提供については、顧客に商品を引き渡した時点または顧客に
役務提供を完了した時点で、顧客に当該商品等に対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して
おります。商品補償等の一部のサービスの提供については、契約期間にわたり継続的に履行義務を充足する取引であると判断してお
り、契約期間にわたり定額で収益を認識しております。また、通信販売及び業者販売における商品の販売については、出荷時から当該
商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
　一般顧客に対して他社ポイントを付与して商品を販売する場合は、顧客に対する商品の販売の履行義務に係る取引価格の算定にお
ける第三者のために回収する金額として、顧客から受け取る対価の額から取引先へ支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。
　なお、取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１か月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融
要素の調整は行っておりません。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
また、第53期事業年度において、当社が実施した株式の併合に伴い、当社の従業員が保有していた譲
渡制限付株式の無償取得を行っております。当該従業員が本来享受すべきであった利益について、特
別退職金として補填することを目的として、2025年10月23日開催の取締役会において、特別退職金
規程の制定を決議しており、当事業年度末における特別退職金の支給見込額に基づき、退職給付引当
金を計上しております。

･････

有 形 固 定 資 産
（ ﾘ ｰ ｽ 資 産 を 除 く ）

･････

･･･････････････････････

･･･････････････････････

･･･････････････････････

無 形 固 定 資 産
（ ﾘ ｰ ｽ 資 産 を 除 く ）

8～18年

10～20年

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物並びに2016年4月1日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 付 属 設 備

建 物

構 築 物

機 械 装 置

･･･････････････････････ 20～38年

12～17年

貸 倒 引 当 金 ･････ 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 ･････ 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を
計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 ･････

･････ 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、「企業会計基準第13号 リース取引に関する会計基
準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っており
ます。

･････リ ー ス 資 産

移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）商 品



２．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

①契約負債の残高等

②残存履行義務に配分した取引価格

当事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 3,732,436千円

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は１．重要な会計方針（4）収益及び費用の計上基準に記載の通りであ
ります。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末において存在する顧
客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

主要な財又はサービスの種類

当事業年度

50,157,069千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 4,452,698千円

外部顧客への売上高 50,157,069千円

契約負債（期首残高） 1,930,892千円

１年超２年以内 148,377千円

契約負債（期末残高） 1,810,694千円

　契約負債は、商品の引渡前に顧客から受け取った前受金、及び顧客へ販売した商品に対する補償等のサービス提供に関する前
受収益であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

当事業年度

１年以内 1,662,316千円

　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,785,745千円であります。

　タイヤ・ホイール

　用品 3,220,350千円

3,163,654千円

43,773,064千円

　作業料

顧客との契約から生じる収益



３．会計上の見積りに関する注記

（店舗に係る有形固定資産の減損）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

②主要な仮定

③翌事業年度の計算書類に与える影響

４．貸借対照表の注記

５．損益計算書の注記

（1）関係会社との取引高

営業取引以外の取引による取引高

（2）退職給付費用

新 株 予 約 権 戻 入 益 36,301千円

当事業年度において、当社が実施した株式の併合に伴い、当社の従業員が保有していた譲渡制限付株式の無償取得を行っ
ております。当該従業員が本来享受すべきであった利益について、特別退職金として補填することを目的として、2025年10
月23日開催の取締役会において、特別退職金規程の制定を決議しており、当事業年度末における特別退職金の支給見込額
に基づき、退職給付引当金を計上しております。

資 産 に 係 る 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 10,158,985千円

　減損損失の認識の判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローは過去の実績や趨勢、経営環境などの
外部要因に関する情報や当社店舗の予算などの内部情報を総合的に加味して見積っており、減損兆候店舗の将来売上高を重要
な仮定として算定しております。

　将来の不確実な経済状況の変動等により当該見積り及び当該仮定に関して見直しが必要になった場合、翌事業年度以降におい
て減損損失が発生する可能性があります。

　当社は、カー用品のタイヤ・ホイールに的を絞り、店舗販売、通信販売、業者販売により販売しております。
このうち、店舗販売は郊外型の店舗で、幹線道路沿いに多く出店しており、当事業年度末における店舗数は48店舗であります。
　店舗を運営する上で必要な土地建物などの主たる資産やタイヤ・ホイールの取り付けなどのサービス提供に用いる工具器具など
の資産を保有しており、当社店舗に係る有形固定資産残高は4,643,019千円、総資産の11.4％となっております。

　当社の事業資産における資産グループについてはキャッシュ・フローを生み出す最小単位である店舗をグルーピングの単位とし
ております。土地の時価の著しい下落や継続的な営業損失等が発生した店舗があれば減損の兆候を識別しております。減損の兆
候を識別した店舗について、店舗の主要な資産の残存耐用年数にわたって将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッ
シュ・フローの総額が帳簿価額を下回ることになった店舗については、減損損失を認識することとしております。回収可能価額は使
用価値と正味売却価額のいずれか高い価額としており、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失とし
て計上されます。



６．株主資本等変動計算書の注記

（1）発行済株式に関する事項

株 株 株 株

（変動事由の概要）

（2）自己株式に関する事項

株 株 株 株

（変動事由の概要）

（3）配当金支払額

2025年1月29日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

2025年5月20日開催の取締役会決議による中間配当に関する事項

７．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

（2）金融商品の時価等に関する事項

当社は、2025年10月16日付で普通株式2,200,000株につき1株の割合で株式併合を行っております。
発行済株式の減少は、株式併合によるものであります。

増加 減少 当事業年度末

18,405,400 ― 18,405,392 8

318,291 235,546 553,837 ―

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

株式の種類 当事業年度期首

　「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」及び「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

自己株式の増加は、主に株式併合に伴う譲渡制限付株式の無償取得によるものであります。
自己株式の減少は、主に上場廃止に伴う自己株式の消却によるものであります。

普通株式

普通株式

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
　売掛金に係る信用リスクは、販売管理規程及び債権管理規程に沿ってリスクの低減を図っております。未収入金は主に主要仕入
先からのリベートであり、その信用リスクは限定的なものと判断しております。買掛金、未払法人税等については、資金調達に係る
流動性リスクに晒されておりますが、経理部において適時に資金繰り計画を作成、更新し流動性リスクを管理するとともに、金融機
関との当座貸越契約を締結することでリスクを低減しております。

1株当たり配当額 22.50円

基準日 2025年4月30日

効力発生日 2025年7月7日

（注） 当社は、2025年10月16日付で普通株式2,200,000株につき1株の割合で株式併合を行っております。
1株当たりの配当額については、当該株式併合前の金額を記載しております。

配当金の総額 361,742千円

1株当たり配当額 20.00円

基準日 2024年10月31日

効力発生日 2025年1月30日

配当金の総額 407,506千円



８．退職給付に関する注記

（1）退職給付制度の概況

（2）確定給付制度

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

②退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

③退職給付費用及びその内訳項目の金額

④数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

（3）特別退職金

退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を継続して採用しております。
また、第53期事業年度より、特別退職金規程に基づく特別退職金制度を採用しております。

 当事業年度において、当社が実施した株式の併合に伴い、当社の従業員が保有していた譲渡制限付株式の無償取
得を行っております。当該従業員が本来享受すべきであった利益について、特別退職金として補填することを目的と
して、2025年10月23日開催の取締役会において、特別退職金規程の制定を決議しており、当事業年度末における
特別退職金の支給見込額に基づき、退職給付引当金210,948千円を計上しております。

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 375,922千円

327,789千円退職給付債務の期首残高

2,113千円

退職給付引当金 375,922千円

　退職給付の支払額

退職給付債務の期末残高

△ 6,846千円

358,748千円

　数理計算上の差異の発生額

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 375,922千円

　勤務費用 31,280千円

　利息費用 4,411千円

非積立型制度の退職給付債務 358,748千円

未認識数理計算上の差異 17,173千円

　勤務費用 31,280千円

　利息費用 4,411千円

　その他  △ 4,625千円

確定給付制度に係る退職給付費用 31,066千円

割引率 1.30%



９．税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

１０．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース取引開始日が2008年10月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（2）未経過リース料相当額

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026年11月1日
以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年11月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債
については、法定実効税率を30.0％から30.9％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）の金額は17,336千円増加し、法人税等調
整額が17,336千円減少しております。

一年超 12,636千円 12,636千円

建物 合計

104,000千円

建物

639千円

期末残高相当額 16,000千円 16,000千円

一年以内 7,314千円 7,314千円

183,344千円

128,044千円

78,697千円

67,733千円

 長期未払金

 減価償却超過額

 土地

61,518千円

 商品評価損 28,847千円

 資産除去債務

35,141千円

181,564千円

 その他

　繰延税金資産合計

繰延税金負債

 建設協力金 △ 5,641千円

 資産除去債務に対応する除去費用 △ 34,944千円

　繰延税金負債合計 △ 41,991千円

15,634千円

780,526千円

 固定資産圧縮積立金 △ 1,405千円

繰延税金資産の純額 738,535千円

取得価額相当額 120,000千円 120,000千円

減価償却累計額相当額 104,000千円

合計

建物 合計

支払リース料 7,761千円 7,761千円

減価償却費相当額 6,000千円 6,000千円

支払利息相当額 639千円

 未払事業税等

 賞与引当金

 退職給付引当金

繰延税金資産



１１．１株当たり情報の注記

（注） 当社は、2025年10月16日付で普通株式2,200,000株につき1株の割合で株式併合を行っております。
1株当たり情報の各金額は、当事業年度の期首に株式併合が行われたと仮定して算定しております。

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 ･････････････････ 4,706,804千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ･････････････････ 3,775,893,355円00銭

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ･････････････････(2) 588,350,507円63銭

算 定 に 用 い ら れ た 主 要 な 内 訳

損 益 計 算 書 上 の 当 期 純 利 益 ･････････････････ 4,706,804千円

普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 ･････････････････ 8株

(1)


